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○栃木県地方活力向上地域における県税の不均一課税に関する条例施行規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 四 十 一 号

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う

に 定 め る 。

平 成 三 十 年 十 月 十 二 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 八 年 栃 木 県 規 則 第 十

号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均

免 除 及 び 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則

（ 趣 旨 ） （ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 規 則 は 、 栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お 第 一 条 こ の 規 則 は 、 栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お

け る 県 税 の 課 税 免 除 及 び 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例

（ 平 成 二 十 八 年 栃 木 県 条 例 第 十 一 号 。 以 下 「 条 （ 平 成 二 十 八 年 栃 木 県 条 例 第 十 一 号 。 以 下 「 条

例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る 例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る

も の と す る 。 も の と す る 。

（ 課 税 免 除 又 は 不 均 一 課 税 の 申 請 ） （ 不 均 一 課 税 の 申 請 ）

第 二 条 条 例 第 五 条 の 規 定 に よ り 県 税 の 課 税 免 除 又 第 二 条 条 例 第 五 条 の 規 定 に よ り 県 税 の

は 不 均 一 課 税 の 申 請 を し よ う と す る 者 は 、 次 の 表 不 均 一 課 税 の 申 請 を し よ う と す る 者 は 、 次 の 表

に 定 め る と こ ろ に よ り 申 請 書 を 栃 木 県 県 税 条 例 に 定 め る と こ ろ に よ り 申 請 書 を 栃 木 県 県 税 条 例

（ 平 成 十 七 年 栃 木 県 条 例 第 五 号 。 以 下 「 県 税 条 （ 平 成 十 七 年 栃 木 県 条 例 第 五 号 。 以 下 「 県 税 条

例 」 と い う 。 ） 第 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 課 税 地 例 」 と い う 。 ） 第 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 課 税 地

を 所 管 す る 県 税 事 務 所 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な を 所 管 す る 県 税 事 務 所 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。 い 。

申 請 の 区 分 提 出 期 限

申 請 書 名 （ 様

申 請 の 区 分 提 出 期 限

申 請 書 名 （ 様

式 ） 式 ）

略 略

条 例 第 三 条 取 得 し た 特 別 償 不 動 産 取 得 税 条 例 第 三 条 取 得 し た 特 別 償 不 動 産 取 得 税

の 規 定 に よ 却 設 備 を 事 業 の 用 課 税 免 除 申 請 の 規 定 に よ 却 設 備 を 事 業 の 用 不 均 一 課 税 申

る 不 動 産 取 に 供 し た 日 の 属 す 書 （ 別 記 様 る 不 動 産 取 に 供 し た 日 の 属 す 請 書 （ 別 記 様

得 税 の 課 税 る 事 業 年 度 又 は 年 式 第 二 号 ） 得 税 の 不 均 る 事 業 年 度 又 は 年 式 第 二 号 ）

免 除 の 申 の 事 業 税 に つ い て 一 課 税 の 申 の 事 業 税 に つ い て

請 県 税 条 例 第 五 十 八 請 県 税 条 例 第 五 十 八

条 （ 地 方 税 法 第 七 条 （ 地 方 税 法 第 七

十 二 条 の 二 十 五 及 十 二 条 の 二 十 五 及

び 第 七 十 二 条 の 二 び 第 七 十 二 条 の 二

十 八 の 規 定 に よ る 十 八 の 規 定 に よ る

申 告 納 付 に 係 る 部 申 告 納 付 に 係 る 部

分 に 限 る 。 ） の 規 分 に 限 る 。 ） の 規
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定 に よ り 申 告 納 付 定 に よ り 申 告 納 付

す る 期 限 又 は 同 法 す る 期 限 又 は 同 法

第 七 十 二 条 の 五 十 第 七 十 二 条 の 五 十

五 の 規 定 に よ り 申 五 の 規 定 に よ り 申

告 す る 期 限 告 す る 期 限

条 例 第 四 条 取 得 し た 特 別 償 固 定 資 産 税 課 条 例 第 四 条 取 得 し た 特 別 償 固 定 資 産 税 不

第 一 項 の 規 却 設 備 で あ る 償 却 税 免 除 （ 不 均 却 設 備 で あ る 償 却 均 一 課 税 申 請

定 に よ る 固 資 産 に つ い て 地 方 一 課 税 ） 申 請 資 産 に つ い て 地 方 書

定 資 産 税 の 税 法 第 七 百 四 十 五 書 （ 別 記 様 式 税 法 第 七 百 四 十 五 （ 別 記 様 式

課 税 免 除 の 条 第 一 項 に お い て 第 二 号 ） 条 第 一 項 に お い て 第 二 号 ）

申 請 又 は 同 準 用 す る 同 法 第 三 準 用 す る 同 法 第 三

条 第 二 項 の 百 八 十 三 条 の 規 定 の 百 八 十 三 条 の 規 定

規 定 に よ る に よ り 申 告 す る 期 規 定 に よ る に よ り 申 告 す る 期

固 定 資 産 税 限 固 定 資 産 税 限

の 不 均 一 課 の 不 均 一 課

税 の 申 請 税 の 申 請

別 記 様 式 第 一 号 中 「栃木県地方活力向上地域における県税の不均一課税に関する条例」 を 「栃木県地方活力

向上地域における県税の課税免除及び不均一課税に関する条例」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

-
1

-

○栃木県地方活力向上地域における県税の不均一課税に関する条例施行規則の一部改正

栃 木 県 規 則 第 四 十 一 号

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う

に 定 め る 。

平 成 三 十 年 十 月 十 二 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 八 年 栃 木 県 規 則 第 十

号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お け る 県 税 の 不 均

免 除 及 び 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 一 課 税 に 関 す る 条 例 施 行 規 則

（ 趣 旨 ） （ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 規 則 は 、 栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お 第 一 条 こ の 規 則 は 、 栃 木 県 地 方 活 力 向 上 地 域 に お

け る 県 税 の 課 税 免 除 及 び 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例 け る 県 税 の 不 均 一 課 税 に 関 す る 条 例

（ 平 成 二 十 八 年 栃 木 県 条 例 第 十 一 号 。 以 下 「 条 （ 平 成 二 十 八 年 栃 木 県 条 例 第 十 一 号 。 以 下 「 条

例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る 例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る

も の と す る 。 も の と す る 。

（ 課 税 免 除 又 は 不 均 一 課 税 の 申 請 ） （ 不 均 一 課 税 の 申 請 ）

第 二 条 条 例 第 五 条 の 規 定 に よ り 県 税 の 課 税 免 除 又 第 二 条 条 例 第 五 条 の 規 定 に よ り 県 税 の

は 不 均 一 課 税 の 申 請 を し よ う と す る 者 は 、 次 の 表 不 均 一 課 税 の 申 請 を し よ う と す る 者 は 、 次 の 表

に 定 め る と こ ろ に よ り 申 請 書 を 栃 木 県 県 税 条 例 に 定 め る と こ ろ に よ り 申 請 書 を 栃 木 県 県 税 条 例

（ 平 成 十 七 年 栃 木 県 条 例 第 五 号 。 以 下 「 県 税 条 （ 平 成 十 七 年 栃 木 県 条 例 第 五 号 。 以 下 「 県 税 条

例 」 と い う 。 ） 第 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 課 税 地 例 」 と い う 。 ） 第 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 課 税 地

を 所 管 す る 県 税 事 務 所 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な を 所 管 す る 県 税 事 務 所 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。 い 。

申 請 の 区 分 提 出 期 限

申 請 書 名 （ 様

申 請 の 区 分 提 出 期 限

申 請 書 名 （ 様

式 ） 式 ）

略 略

条 例 第 三 条 取 得 し た 特 別 償 不 動 産 取 得 税 条 例 第 三 条 取 得 し た 特 別 償 不 動 産 取 得 税

の 規 定 に よ 却 設 備 を 事 業 の 用 課 税 免 除 申 請 の 規 定 に よ 却 設 備 を 事 業 の 用 不 均 一 課 税 申

る 不 動 産 取 に 供 し た 日 の 属 す 書 （ 別 記 様 る 不 動 産 取 に 供 し た 日 の 属 す 請 書 （ 別 記 様

得 税 の 課 税 る 事 業 年 度 又 は 年 式 第 二 号 ） 得 税 の 不 均 る 事 業 年 度 又 は 年 式 第 二 号 ）

免 除 の 申 の 事 業 税 に つ い て 一 課 税 の 申 の 事 業 税 に つ い て

請 県 税 条 例 第 五 十 八 請 県 税 条 例 第 五 十 八

条 （ 地 方 税 法 第 七 条 （ 地 方 税 法 第 七

十 二 条 の 二 十 五 及 十 二 条 の 二 十 五 及

び 第 七 十 二 条 の 二 び 第 七 十 二 条 の 二

十 八 の 規 定 に よ る 十 八 の 規 定 に よ る

申 告 納 付 に 係 る 部 申 告 納 付 に 係 る 部

分 に 限 る 。 ） の 規 分 に 限 る 。 ） の 規
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減価償却資産の取得価額
の合計

別記様式第２号（第２条関係）

不 動 産 取 得 税 課 税 免 除
申請書固定資産税課税免除（不均一課税）

栃木県 県税事務所長 様
申請者

住所（所在地）
氏名 名称及び

代表者名
個人番号（法人番号）

第 ３ 条
の規定による

不 動 産 取 得 税 の 課 税 免 除
の適用第４条第１項（第２項） 固定資産税の課税免除（不均一課税）

を受けたいので申請します。

新設又 施 設 の 区 分 本店・事務所（ ）・研究所・研修所
は増設
し た 円
特定業
務施設 年 又 は 事 業 年 度

計 画 認 定 年 月 日

中小事業者、中小企業者等の判定 該当する ・ 該当しない

区 分 所在・地番 構 造 用 途

㎡ ・ ・ 円 ・ ・

家 ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

屋 ・ ・ ・ ・

計

所在・地番 地 目 面 積
取 得

取得価額
年 月 日

外筆 ㎡ ・ ・ 円 ・ ・

外筆 ・ ・ ・ ・

設備の種類 取得年月日 取得価額 事業の用に供した年月日

・ ・ 円 ・ ・

・ ・ ・ ・

年 月 日から
年 月 日まで

延 床
面 積

取 得
年 月 日

取 得
価 額

事業の用
に供した
年 月 日

上記家屋
の建設着
手年月日

課
税
免
除
（
不
均
一
課
税
）
の
要
件

課
税
免
除
（
不
均
一
課
税
）
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
償
却
資
産

不
動
産
　

償
却
資
産

土
地
　
の
敷
地

　
上
記
家
屋

年 月 日

㊞

栃木県地方活力向上地域における県税の課税免除及び不均一課税に関する条例
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栃 木 県 規 則 第 四 十 二 号

建 築 基 準 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 年 十 月 十 二 日

栃 木 県 知 事 福 田 富 一

建 築 基 準 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

建 築 基 準 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 三 年 栃 木 県 規 則 第 二 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。

改 正 後 改 正 前

（ 許 可 の 申 請 ） （ 許 可 の 申 請 ）

第 九 条 規 則 第 十 条 の 四 第 一 項 及 び 第 四 項 の 知 事 が 第 九 条 規 則 第 十 条 の 四 第 一 項 及 び 第 四 項 の 知 事 が

定 め る 図 書 又 は 書 面 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 定 め る 図 書 又 は 書 面 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。

一 ～ 三 略 一 ～ 三 略

四 二 面 以 上 の 立 面 図 及 び 断 面 図 （ 法 第 四 十 三 条 四 二 面 以 上 の 立 面 図 及 び 断 面 図 （ 法 第 四 十 三 条

第 二 項 第 二 号 の 規 定 に よ る 許 可 申 請 の 場 合 に 第 一 項 た だ し 書 の 規 定 に よ る 許 可 申 請 の 場 合 に

あ つ て は 、 二 面 以 上 の 立 面 図 ） あ つ て は 、 二 面 以 上 の 立 面 図 ）

五 ～ 七 略 五 ～ 七 略

（ 規 則 第 十 条 の 四 の 二 第 一 項 の 図 書 又 は 書 面 ） （ 規 則 第 十 条 の 四 の 二 第 一 項 の 図 書 又 は 書 面 ）

第 十 条 規 則 第 十 条 の 四 の 二 第 一 項 の 知 事 が 定 め る 第 十 条 規 則 第 十 条 の 四 の 二 第 一 項 の 知 事 が 定 め る

図 書 又 は 書 面 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 図 書 又 は 書 面 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。

一 ～ 三 略 一 ～ 三 略

四 二 面 以 上 の 立 面 図 及 び 断 面 図 （ 法 第 四 十 三 条 四 二 面 以 上 の 立 面 図 及 び 断 面 図

第 二 項 第 一 号 の 規 定 に よ る 認 定 申 請 の 場 合 に あ

つ て は 、 二 面 以 上 の 立 面 図 ）

五 ・ 六 略 五 ・ 六 略

（ 条 例 の 規 定 に よ る 認 定 申 請 ） （ 条 例 の 規 定 に よ る 認 定 申 請 ）

第 十 二 条 条 例 第 七 条 第 三 号 、 第 十 三 条 第 五 号 、 第 第 十 二 条 条 例 第 七 条 、 第 十 三 条 第 五 号 、 第

十 四 条 第 三 項 、 第 二 十 一 条 、 第 二 十 二 条 、 第 三 十 十 四 条 第 三 項 、 第 二 十 一 条 、 第 二 十 二 条 、 第 三 十

三 条 第 二 号 又 は 第 三 十 七 条 第 三 号 の 規 定 に よ り 認 三 条 第 二 号 又 は 第 三 十 七 条 第 三 号 の 規 定 に よ り 認

定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 認 定 申 請 書 （ 別 記 様 式 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 認 定 申 請 書 （ 別 記 様 式

第 二 号 ） 正 本 及 び 副 本 に 次 の 図 書 を 添 え て 知 事 に 第 二 号 ） 正 本 及 び 副 本 に 次 の 図 書 を 添 え て 知 事 に

提 出 し な け れ ば な ら な い 。 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

一 ～ 五 略 一 ～ 五 略

別 記 様 式 第 二 号 中 「第７条」 を 「第７条第３号」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 二 号 の 三 中 「建ぺい率上限」 を 「建蔽率上限」 に 改 め る 。

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 建 築 課 ）
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附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 税 務 課 ）


